人事院総裁回答
２０１１年４月２２日
（2011年度賃金要求について）
労働基本権制約の代償措置としての給与勧告制度の意義及び役割を踏まえ、官民較差に基づき適正な公務員給与の水準を確保するという人事院の基本姿勢に変わりはない。
また、給与改定に当たって、公務員連絡会が交渉、協議、納得を求めていることについては理解する。
平成18年度から実施してきた給与構造改革については、当初予定していた施策の導入・実施が平成22年度をもってすべて終了したところであり、今後、給与構造改革の諸施策について、その成果を検証していくこととなる。
昨年の勧告時の報告において、50歳台後半層を中心とする50歳台の給与の在り方について必要な見直しを行うよう検討する旨を表明したところである。その見直しに当たっては、定年延長に伴う給与制度の設計も視野に入れながら、給与構造改革期間が終了したことも踏まえ、経過措置の在り方も含め検討しており、今後とも、公務員連絡会の皆さんと意見交換を行いながら、具体的な検討を進めて参りたい。
給与に関しては、今後、状況の推移を踏まえ、民調の実施等について皆さんの意見も聞きながら判断していきたい。
（非常勤職員の雇用、労働条件の改善等について）
非常勤職員の雇用、勤務条件については、昨年10月に期間業務職員制度を導入するとともに、本年４月からは非常勤職員への育児休業等の適用を措置したところであり、それらの制度が適切に運用されるよう努めて参りたい。また、引き続き、適切な処遇等が図られるよう、関係方面からの要望、民間の状況等を踏まえ、必要な検討を行って参りたい。
（労働時間の短縮等について）
公務員の勤務時間・休暇制度については、それら制度の充実に向けて、関係者や公務員連絡会の意見を聞きながら引き続き検討する。
人事院としては、今後とも在庁時間の縮減の必要があると考えており、関係機関と連携して取り組んで参りたい。
超過勤務の縮減については、本年は「超過勤務の縮減に関する指針」に定められた、他律的業務に係る720時間の目安時間の実態調査等を行ったところである。現在は、大震災対策のための特別の状況が多くの部署で生じているが、日常業務における日頃からの超過勤務縮減は重要なことであり、引き続き、そのための取組を行っていきたい。
（新たな人事評価制度の実施・運用等について）
新たな人事評価については、各府省における実施状況等を把握するとともに、公務員連絡会をはじめ各方面の意見を聞きながら、引き続き、適切に対処していきたい。
（新たな高齢期雇用施策について）
高齢期の雇用については、平成25年４月から段階的に65歳まで定年を延長することを目指すとの方針に変更はない。
　　意見の申出については、できるだけ早く行うよう検討を進めていく所存である。
　　そのため、昨年12月にお示しした「高齢期雇用問題に関する検討状況の整理」に対する関係者の意見を踏まえつつ、人事院としての素案をできるだけ早期に皆さんにお示しし、意見の申出に向けての議論を深めていくこととする。
（男女平等、福利厚生施策等について）
公務における男女共同参画の推進に関しては、今年１月に「女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針」を改定したところであり、指針に基づく施策が着実に実行されるよう努めて参りたい。
各府省における「次世代育成支援対策推進法」に基づく行動計画の実施については、人事院としても、国家公務員の勤務条件を所管する立場から、引き続き適切に対応して参りたい。
心の健康づくり対策については、相談体制の整備や研修の充実等を図りながら、各府省の心の健康づくり対策の支援を積極的に行っていきたいと考えている。
